
ケアセンターメゾンヴェルト（予防）短期入所生活介護運営規程 

 

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人みどり共生会が開設するケアセンターメゾンヴェルト（以下「事業所」

という。）が行う、短期入所生活介護事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確

保するために、人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の介護職員等が利用の

意志を尊重し、常に利用者の立場に立って要介護状態又は要支援状態にある高齢者に

対し、適切な介護を提供することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 本事業において提供する指定介護福祉施設サービス（以下「サービス」という。）は、

介護保険法ならびに厚生省令、告示の趣旨及び内容に沿ったものとする。 

    ２  施設は、入所者について、その者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に旨するよう、

その者の心身の状況に応じて、その者の処遇を妥当適切に行わなければならない。 

    ３  入所者の意志及び人格を尊重し、常にその者の立場に立ってサービスを提供するよう

に努める。 

    ４  明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結びつきを重視した運営を行い、市町

村、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、他の介護保険施設その他の保健医療サ

ービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努める。 

    ５  サービス提供は、親切丁寧を旨とし、利用者又はその家族に対して、サービスの提供

方法などについて、理解しやすいように説明する。 

    ６  サービスの提供に当たり、当該利用者又は他の利用者などの生命又は身体を保護する

ため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為は行

わない。 

    ７  施設サービスの提供は、施設サービス計画に基づき、漫然かつ画一的ものとならない

よう配慮して行う。 

    ８  定期的に、提供したサービスの質の管理、評価を行い、常に改善を図る。 

    ９  施設は、常に入所者の家族との連携を図るとともに、入所者とその家族との交流等の

機会を確保するよう努める。 

 

（事業所の名称と所在地） 

第３条  事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

  （１）  名  称    ケアセンターメゾンヴェルト 

  （２）  所在地    横浜市緑区鴨居７－１９－１ 

 

 



（職員の職種、員数及び職務内容） 

第４条  事業所に勤務する職員の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 

   （１）施設長        １名（常勤・兼務） 

          施設長は、事業所の職員の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

  （２）副施設長   １名（常勤・兼務） 

     副施設長は、施設長の補佐、代行を行う。 

    （３）介護職員    ３０名（常勤・兼務） 

           １７名（非常勤・兼務） 

          介護職員は、利用者の心身の状態を把握するとともに日常生活の介護を行う。 

    （４）生活相談員    ２名（常勤・兼務） 

          生活相談員は、利用者及び家族の必要な相談に応じるとともに、適切なサービスが

提供されるよう、事業所内のサービスの調整、居宅介護支援事業者など他の機関と

の連携を行う。 

    （５）看護職員      ５名（常勤、非常勤５名） 

          看護職員は、利用者の健康状態を的確に把握するとともに、医師の診療補助、看護

並びに職員の保健衛生管理等を行う。 

    （６）管理栄養士    １名（常勤・兼務） 

          管理栄養士は利用者の栄養、身体状況及び嗜好を考慮した献立作成と調理員の指導、

給食記録を行う。 

    （７）調理員            （委託） 

          調理員は、管理栄養士に指示を受け、適切な時間に適温で給食を提供する。 

    （８）医師      ２名（非常勤・兼務） 

          医師は、利用者及び職員に対する診療に従事し、看護職員を指示する。 

  （９）歯科医師  １名（非常勤・兼務） 

     歯科医師は、利用者及び職員に対する歯科診療に従事し、歯科衛生士を指示する。 

    （１０）介護支援専門員  １名（常勤・兼務） 

          介護支援専門員は、介護サービス計画を作成し、その実施について指導監督する。 

（１１）機能訓練指導員  １名（非常勤兼務１名） 

          機能訓練指導員は、利用者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するため

の訓練を行う。 

     

       （管理者の設置） 

第５条 この事業所に勤務する管理者は、社会福祉法人みどり共生会の運営するその他の介護

保険指定事業を統括する施設長が兼務する。 

 

（利用定員） 

第６条  利用定員は１２名とする。（その内、認知症対応高齢者は８名） 



（具体的サービス内容） 

第７条 提供するサービスの主な内容は次のとおりとする。 

（１） 介護サービス 

介護サービスは、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立支援と生活の充実に旨するよう

適切な技術をもって行う。 

ア．入浴・清拭 

１週間に２回以上、適切な方法により利用者を入浴させ、または清拭を行う。 

イ．排泄介助 

入所者の心身の状況に応じ、適切な方法により排泄の自立について援助を行う。おむ

つを使用せざるを得ない利用者のおむつ介助を適切に行う。 

ウ． その他 

前記各項に定める他、入所者に対し、離床、着替え、整容その他の日常生活上の世話

を適切に行う。 

（２） 食事サービス 

入所者の食事は、栄養並びに利用者の身体の状況及び嗜好を考慮したものとするとともに

適切な時間に適温で行う。 

利用者の食事は、自立の支援に配慮し、できるだけ離床してフロア食堂で行う。 

（３） 健康管理サービス 

医師及び看護婦は、常に利用者の健康の状況に注意するとともに、健康保持のために適切な

措置を行う。 

（４） 相談及び援助 

常に入所者の心身の状況やその置かれている環境などの把握に努め、利用者又はその家族

からの相談に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行う。 

（５） 機能訓練 

入所者に対し、その心身の状況等に応じて、日常生活を営むのに必要な機能を回復し、又は

その減退を防止するための訓練を行う。 

（６） その他のサービスの提供 

教養娯楽設備を備えるほか、適宜入所者のためのレクリエーション行事を行う。 

    

（施設サービス計画の作成） 

第８条  施設サービス計画に関する業務を担当する介護支援専門員及び相談員（以下「計画担

当介護支援専門員」という。）は、入所者及びその家族の希望、入所者について把握さ

れた解決すべき課題に基づき、当該入所者に対する施設サービスの提供に当たる他の従

業者と協議の上、施設サービスの目標及びその達成時期、施設サービスの内容、施設サ

ービスを提供する上で留意すべき事項等を記載した施設サービス計画の原案を作成す

る。 

 



（身体拘束の廃止） 

第９条 施設は入所者に対する身体拘束その他行動を制限する行為を原則として行わない。 

   ただし、緊急やむを得ない理由による場合は書面による同意を得、実施記録を記載す 

   るなど、適正な手続きにより身体拘束を行う場合がある。 

 

（利用料及びその他の費用の額） 

第１０条 この事業者が提供する短期入所生活介護サービスの利用料は、介護報酬の告示上の

額とする。 

    ２  施設は、前項の支払いを受ける額の他、次に掲げる費用の額の支払いを受けることが

できる。 

（１）食事提供に要する費用      別紙料金表参照 

（２）居住に要する費用          別紙料金表参照 

（３）入所者が選定する特別な食事の提供を行ったことに伴い必要となる費用 

                          別紙料金表参照 

   （４）理美容代                  別紙料金表参照 

   （５）前各号に掲げるものの他、入所者に提供されるサービスのうち、日常生活においても

通常必要とされる費用で入所者が負担することが適当と認められる費用。 

                                   別紙料金表参照 

   ３ 前項の費用の支払いを受ける場合は、利用者又はその家族に対し、事前に文書説明し

た上で、支払いに同意する旨の文書に署名（記名捺印）を受けることとする。 

 

（通常の送迎の実施地域） 

第１１条 通常の送迎の実施地域は次のとおりとする。 

        青葉区、都筑区、港北区、神奈川区、保土ヶ谷区、旭区、緑区、その他は要相談 

 

 （サービス提供開始の手続き） 

第１２条  施設は、サービスの提供の開始に際しては、あらかじめ入所申込者又はその家族に

対し、施設の規定する運営規程の概要、従業者の勤務の態勢、その他の入所申込者の、

サービスの選択に旨すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当

該提供の開始について入所申込み者の同意を得る。 

 

（緊急時の対応） 

第１３条   入所者の心身に緊急を要する事態が生じたときは、速やかに主治医あるいは協力

医療機関の協力を得る等適切な措置を講じなければならない。 

 

（非常災害対策） 

第１４条   施設長は、火災、地震、風水害等非常災害に備えて、消火、避難、救出等に関する 



    計画を定め、定期的に訓練の実施等万全の対策を講ずるとともに、利用者が常に防災 

    に心がけるよう指導しなければならない。 

 

 

（衛生管理等） 

第１５条 短期入所生活介護は、入所者の使用する食器その他の設備又は飲用に供する水につ

いて、衛生定期な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び

医療用具の管理を適正に行う。 

     ２  短期入所生活介護は、当該指定介護老人福祉施設において感染症が発生又は蔓延し

ないように必要な措置を講ずるよう努める。 

（協力病院等） 

第１６条  短期入所生活介護は、入院治療を必要とする入所者のために、あらかじめ協力病院

を定める。協力医療機関は鴨居病院、浅野皮フ科、浅野歯科とする。 

 

（事故発生時の対応） 

第１７条 短期入所生活介護は、入所者に対する指定介護福祉施設サービスの提供により事故

が発生した場合は、速やか入所者の家族等に連絡を行うとともに、誤薬、医療機関に 

    受診した事故に関しては、横浜市に事故報告を行なう。 

２ 指定介護老人福祉施設は、入所者に対する指定介護福祉施設サービスの提供により

賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行う。 

 

（記録の整備） 

第１８条 施設は、従業者、設備及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

      ２  短期入所生活介護は、入所者に対する指定介護福祉施設サービスの提供に関する諸

記録を整備し、その完結の日から５年間保存する。 

 

（苦情処理） 

第１９条 施設は、その提供した施設サービスに関する入所者からの苦情に迅速かつ適切に対

応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じる。 

      ２  施設は、その提供した施設サービスに関し、法第２３条の規定による市町村が行う

文書その他の物件の提出もしくは提示の求め又は当該市町村の職員からの質問もしく

は照会に応じ、利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市

町村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行う。 

      ３  施設は、その提供した短期入所生介護サービスに関する入所者からの苦情に関して

国民健康保険団体連合会（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４５条第

５項に規定する国民健康保険団体連合会をいう。以下同じ。）が行う法第１７６条第１

項第２号の規定による調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会から同号の



規定による指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行

う。 

 

（秘密の保持） 

第２０条  当該事業における安全と信頼の確保 

（１）職員は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。 

（２）職員であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、職

員でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を職員との雇用契約の内容と

する。 

（職員研修） 

第２１条 施設は、従業者に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保する。 

    （１）採用時研修    採用時２ヶ月以内 

    （２）継続研修      随時 

 

（入所者に関する市町村への通知） 

第２２条 短期入所生活介護は、入所者が次の各号のいずれかに該当する場合は、遅滞なく意

見を付してその旨を市町村に通知する。 

（１）正当な理由なしに短期入所生活介護サービスの利用に関する指示に従わないことに

より、要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。 

（２）偽りその他不正の行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 

 

（地域との連携等） 

第２３条 短期入所生活介護は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等と

の連携及び協力を行う等の地域との交流に努める。 

 

（掲  示） 

第２４条 施設は、当該指定介護福祉施設の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務

の体制、協力病院、利用料その他のサービスの選択に旨すると認められる重要事項を

掲示する。 

 

（施設利用の留意事項） 

第２５条 施設は、利用者の安全性、快適性を確保するため利用にあたり火気刃物等危険物 

    持込を制限する、面会時間を原則９：００～１８：００に定める、利用者同士・職員 

    に迷惑を及ぼす宗教・政治・営利活動等を制限する、等の留意事項を定める。 

 

 

 



附  則 

    この規程は、平成１２年 ４月  １日から施行する。 

    この規程は、平成１３年 ６月  １日から施行する。 

    この規程は、平成１３年 ９月  １日から施行する。 

    この規程は、平成１４年 ８月  １日から施行する。 

この規程は、平成１５年 １月  １日から施行する。 

この規程は、平成１５年 ２月２０日から施行する。 

この規程は、平成１７年 ４月  １日から施行する。 

この規程は、平成１７年１０月 １日から施行する。 

この規程は、平成１８年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、平成２１年 ４月 １日から施行する。 

この規定は、平成２２年１２月１９日から施行する。 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

この規定は、平成２５年９月１６日から施行する。 

この規定は、平成２６年４月 １日から施行する。 

この規定は、平成２６年９月 １日から施行する。 

この規定は、平成２７年４月 １日から施行する。 

この規定は、平成２９年４月 １日から施行する。 

この規定は、平成３０年４月 １日から施行する。 

この規程は、令和 ３年４月 １日から施行する。 

この規程は、令和 ３年１０月 １日から施行する。 

この規程は、令和 ５年４月 １日から施行する。 

この規程は、令和 ６年４月 １日から施行する。 

 

 

 


